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令和５年度宮崎県監査事務局工事調査業務仕様書 

 

宮崎県（以下「甲」という。）が受託者（以下「乙」という。）に委託する令和５年度宮崎県監査

事務局工事調査業務（以下「業務」という。）について、契約書第５条に規定する仕様書は、次のと

おりとする。 

 

第１ 業務の内容 

１ 乙が行う業務は次のとおりとする。 

 （１）工事調査 

２に示す調査対象機関について、甲が実施する事務局監査に合わせて、各機関に赴き、

工事調査（書面および工事現場調査）を実施する。 

（２）工事調査結果報告書及び業務完了報告書の作成及び提出 

   別に示す様式により工事調査結果報告書（各機関の工事調査終了後に作成する）及び業

務完了報告書（全業務の完了時に作成する）を作成し甲に提出する。 

（３）（１）及び（２）に関する甲からの質問及び照会に対する回答及び対応 

  

２ 業務の実施場所及び期間等 

調査対象機関 事務所等の所在地 調査

対象

工事

の所

在地 

調

査

日

数 

調査

対象

工事

件数 

従

事

人

数 

調査日（予定） 工事

の 

種類 

宮崎土木事務所 宮崎市橘通東１の９の 10 原則

とし

て各

機関

の管

内 

２ ４ １ 未定 土木 

小林土木事務所 小林市細野 367の２ ２ ４ １ 未定 土木 

延岡土木事務所 延岡市愛宕町２の 15 ２ ４ １ 未定 土木 

中部農林振興局 宮崎市橘通東１の９の 10 ２ ４ １ 未定 農林 

北諸県農林振興局 都城市北原町 24の 21 ２ ４ １ 未定 農林 

児湯農林振興局 児湯郡高鍋町大字北高鍋 

3870 の１ 

２ ４ １ 未定 農林 

 

３ 業務の実施時間 

  業務の実施時間は、原則として午前９時 30 分から午後４時までとし、１時間の休憩をとる

（甲が実施する事務局監査の時間に合わせるものとする）。 

  なお、調査対象機関までの往復の移動に要する時間は含まない 
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第２ 業務の従事者 

 １ 資格及び要件 

  乙は、業務を実施するにあたって、次に示す要件を満たす者によって行わなければならない。 

（１）土木・農林工事の調査にあたっては、技術士（技術士法（昭和 58年法律第 25号）第２条

に規定する技術士）の資格を有する者１名以上（調査対象の主たる工種に対応する部門であ

ること）。 

   建築工事の調査にあたっては、一級建築士（建築士法（昭和 25 年法律第 202 号）第２条

第２項に規定する一級建築士）の資格を有するもの１名以上。 

（２）宮崎県建設工事等入札参加資格者名簿に登録されている者及びその役員・従業員でないこ

と。 

（３）過去３年以内に宮崎県の職員であったことのないこと。 

 

２ 提出書類 

  乙は、調査業務開始前に、業務従事者に関する次の書類を甲に提出すること。 

（１）技術士については技術士登録証または技術士登録証明書の写し、一級建築士については

免許証または一級建築士免許証明書の写し 

（２）従事する技術士または一級建築士の業務経歴書（別記様式第１） 

 

第３ 工事調査の実施基準等 

   乙は、甲が定めた「宮崎県監査基準（以下「監査基準」という。）」に規定された工事事務の

監査着眼点をもとに、乙の専門的な見地に立ち、設計、積算、施工管理、監理・監督、完成状

況等の技術面について、調査を行う。 

乙は調査結果に基づき、甲が監査を実施する上での技術的な助言を行い、工事調査結果報告

書を甲に提出する。 

   甲は、乙から提出された工事調査結果報告書や乙の技術的助言を参考とし、監査結果をとり

まとめる。 

 

第４ 業務の実施方法 

（１）事前準備等 

   次に掲げる事前準備等については、甲が行う。 

  ① 調査日についての調査対象機関との調整、決定 

  ② 調査対象工事の選定 

  ③ 調査対象機関に対する実施通知、調査資料作成の依頼 

  ④ その他甲が必要と認めた準備 

（２）甲は調査実施日までに乙に対し調査日を通知するとともに調査対象機関から提出された調査

資料を送付する。 
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第５ 調査結果の報告 

１ 工事調査結果報告書の提出 

（１）乙は、各調査の終了後、甲との間で調査結果に関する協議（電話または電子メールも可と

する）を行い、双方による確認後、原則として１週間以内に甲に対して工事調査結果報告書

を提出する。 

（２）工事調査結果報告書の様式は、別記様式第２及び工事調査結果報告書作成要領のとおりと

する。 

（３）調査結果については、概ね次の区分によること。 

  ① 設計・積算内容が適当でないもの 

  ② 工事の監督、検査が適当でないもの 

  ③ 工事の出来形が適当でないもの 

  ④ その他工事の施工が適当でないもの 

  ⑤ ①～④に至らない軽易な事項や、改善・検討を要するもの、専門的な知見に基づく指導、

提案等 

 

２ 業務完了報告書の提出 

（１）全ての調査が終了した後、調査全件を通した業務完了報告書を作成し、甲に提出すること。 

（２）調査報告書の様式は、別記様式第３のとおりとする。 

 

第６ 委託料 

 １ 委託料には、旅費、宿泊費等の一切の経費を含む。 

 

２ 委託料の支払い 

   委託料は精算払とする。概算払及び前払いは行わない。 

全ての調査が完了し、乙から業務完了報告書の提出があり、甲による検査に合格したのち、

委託料を支払う。 

 

第７ 契約保証金 

宮崎県財務規則に規定する額の契約保証金または履行保証を付すること。 

過去２年以内に国または地方公共団体と同内容で同規模の契約を締結し誠実に履行した実績

がある場合は、契約保証金を免除できる。この場合、発注者による履行証明書を提出すること。 
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第８ 新型コロナウイルス感染症対策に係る特記事項 

（１）甲乙とも、手指の消毒、マスクの使用等、基本的な感染症防止対策を行うこと。 

（２）乙は、調査を担当する技術士または一級建築士に、発熱等の症状がある場合は、甲に申告さ

せること。 

（３）次に掲げる場合に該当したときは、甲の判断により調査を中止または延期することができる

ものとする。この場合の委託料については、甲乙協議の上、定める。 

① 甲または乙の所在地において日本国政府による新型コロナウイルス感染症緊急事態宣言

または地方公共団体による独自の緊急事態宣言が発出されたとき 

② 調査を担当する技術士の居住地において日本国政府による新型コロナウイルス感染症緊

急事態宣言または地方公共団体による独自の緊急事態宣言が発出されたとき 

③ その他、調査を中止すべき状況と甲が判断したとき 
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（別記様式第１） 

技術士（一級建築士）業務経歴書 

 

（ふりがな） 

１ 氏  名 

 

２ 生年月日      年  月  日 生 

 

３ 最終学歴 

年  月  日 卒業 

 

４ 取得資格 

年  月  日 取得 

登録番号（           ） 

 

５ 業務経歴 

（以下列記） 

 

 

記載要領 

１ 最終学歴は専攻科目まで記載する。 

２ 技術士登録証または登録証明書の写し（一級建築士免許証または免許証明書の写し）を添付す

ること。 
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（別記様式第２） 

年  月  日  

 

工事調査結果報告書 

 

宮 崎 県 知 事 殿 

 

所在地             

名 称             

代表者 職 氏 名    印  

 

  年  月  日から  年  月  日に実施した工事調査の結果について、仕様書第５

－１の規定により下記のとおり提出します。 

 

記 

 

１ 従事した技術士（一級建築士） 

 

２ 調査対象機関 

 

３ 調査対象工事 

（１） 

（２） 

（３） 

（４） 

 

４ 調査結果 

  別添のとおり 

 

 

※ 各対象機関調査の終了後、甲との間で調査結果に関する協議（電話または電子メールも可とす

る）を行い、双方による確認後、原則として１週間以内に甲に対して調査報告書を提出する。 
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（別記様式第３） 

年  月  日  

 

業務完了報告書 

 

宮 崎 県 知 事 殿 

 

所在地             

名 称             

代表者 職 氏 名    印  

 

工事調査業務が完了したので、契約書第９条及び仕様書第５－２の規定により下記のとおり提

出します。 

 

記 

 

１ 従事した技術士（一級建築士） 

 （調査対象機関ごとに記載する） 

 

２ 調査対象機関 

（１） 

（２） 

（３） 

（４） 

（５） 

（６） 

 

３ 全ての調査をとおしての所見 

 

 

※ 全ての調査が終了した後、調査全件を通した業務完了報告書を作成し、甲に提出する。 


